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研究要旨 

本研究では、健康日本 21（第三次）の身体活動・運動分野の目標達成に向け、昨年度整備した

ロジックモデル・個別施策に基づいて、都道府県健康計画における個別施策の記載状況をレビュ

ーし、優先度の高いアウトプット指標および中間アウトカム指標の整備を行った。レビューの結

果、健康部門を中心に、高齢者の社会参加促進等が比較的多く盛り込まれていた。また、一部の

計画では教育・スポーツ部門や国土交通部門など、他部門との連携による施策も盛り込まれてお

り、分野横断的な取り組みが進みつつあることが示唆された。一方、施策に対応する指標につい

ては、既存の統計等から把握可能なものが半数以下にとどまり、特に重要な施策でも中間指標と

なりうる指標が未整備な場合が多かった。以上の状況を踏まえて、PDCA を回すための、アウトプ

ット指標、中間アウトカム指標の提案を行った。今後は定期的な公的調査に中間指標となる調査

項目を追加するなど、指標の整備とモニタリング体制の構築が求められる。 
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Ａ．研究目的 

本研究では、これまで健康日本 21（第三次）

において身体活動・運動分野の目標を提案し、

それを達成するために、ロジックモデルおよ

び国や都道府県等が取り組むべき個別施策の

一覧を提示した。本年度は、これらの個別施

策の進捗を評価するためのアウトプット指標

や、そのことによる個人に起こる変化を評価

する中間アウトカム指標の充実を図ることが

目的である。しかし、個別施策は歩数・運動

習慣それぞれ 40 以上存在することから、網羅

的に指標を検討するのではなく、より優先さ

れる取り組みに対して、指標を検討すること

が効果的である。このことから、本研究では、

指標の検討の前に、新たに策定された都道府

県レベルの計画をレビューし、各県の計画内

で実際に示された身体活動・運動推進策を把

握し、これらに基づいた指標を検討すること

を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１. 都道府県計画のレビュー 

都道府県計画のレビュー方法は、以下のと

おりである。 

1. 全国を地方別６ブロックに分類し、それ

ぞれのブロックで最も人口の多い都市を

含む都道府県と、最も人口密度の低い都

道府県を選ぶ。 

2. 2024 年 6 月時点において健康日本 21（第

三次）に基づいて策定された都道府県健

康計画をホームページから得る。 

3. 各都道府県の健康計画内に、先に本研究
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班で示したロジックモデルに記載された

個別施策について、相当する施策の記載

があるかどうか、以下の基準を用いて判

定した。具体的には、都道府県計画内に

全く触れられていない場合は０点、触れ

られているが具体性に欠ける場合や、他

の（身体活動の推進以外の）目的の施策

として触れられているが身体活動を推進

する施策としては扱われていない場合は

１点。身体活動推進策として具体的に触

れられている場合は２点を与えた。 

4. ３の作業を、２名の独立したレビュアー

が実施した。その結果にコンフリクトが

ある場合は、第３レビュアーが都道府県

計画をレビューし、最終的な判定を実施

した。 

 

２. アウトプット指標・中間アウトカム指標の

選定 

各個別施策について、アウトプット・中間

アウトカムの指標として利用可能な候補指標

を、以下の観点から探索した。選定された候

補指標から、①既存の公的統計から数値が得

られる指標か、②一部ではなく国民全体の身

体活動を推進する観点から特に重要と考えら

れるか、に基づき、指標を精査した。なお、

適切な指標が見当たらない場合は、新たな調

査等による指標の作成が必要とした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、個人データは取り扱わないた

め、倫理審査は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

１．都道府県計画のレビュー結果  

１）選定都道府県の一覧（資料１） 

本研究でレビューを実施した都道府県計画

として、都市部からは、北海道、東京都、愛

知県、大阪府、広島県、福岡県の６都道府県

が、地方部からは岩手県、群馬県、長野県、

和歌山県、高知県、宮崎県の６県が選定され

た。各県の計画名およびURLは資料１に示した。 

 

２）個別施策のレビュー結果 

ア）日常生活の歩数の増加に関する個別施策  

  （資料 ２－１） 

日常生活の歩数の増加に関する都道府県計

画内の個別施策のうち、多くの計画で述べら

れていた個別施策（平均得点１点以上）は、

「地域活動の活性化による身体活動推進

（1.58）」、「地域拠点における身体活動推

進（1.50）」「健康経営の推進（1.40 点）」、

「身体活動ガイドの推進（1.25 点）」であっ

た。 

 地方部に比べて都市部でより示されている

個別施策は、「自転車利用の推進（差：

0.50）」「健康経営の推進（0.50）」であっ

た。一方、都市部に比べ地方部でより示され

た個別施策は「運動指導専門家の活躍の場の

整備（差：1.33）」「地域拠点における身体

活動推進（差：0.67）」、「ウェアラブルデ

バイスを用いた歩数の見える化（差：0.50）」

「地域活動の活性化による身体活動推進

（差：0.50）」であった。 

 

イ）運動習慣者の増加に関する個別施策 

 （資料２－２） 

運動習慣者の増加に関する都道府県計画内

の個別施策のうち、多くの計画で述べられて

いた個別施策（平均得点１点以上）は、「運

動を主目的とした教室・イベントを開催する

（ 1.67）」、「身体活動ガイドの啓発

（1.42）」「健康経営の推進（1.09）」、

「運動以外を主目的とした教室・イベントに

運動する機会を加える（1.08）」であった。 

 地方部に比べて都市部でより示されている

個別施策は、「地域での健康・運動指導ボラ

ンティアの育成（差：1.17）」「運動指導専

門家の活躍の場の整備（1.67）」であった。

一方、都市部に比べ地方部でより示された個
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別施策は「運動施設の整備（差：0.50）」

「遊歩道・自転車道の整備（差：0.50）」で

あった。 

 

２．アウトプット指標・中間アウトカム指標 

  の選定結果 

ア）日常生活の歩数の増加に関するアウトプ

ット・中間アウトカム指標の候補 

（資料３－１） 

日常生活の歩数を増加させる 45 の個別施策

に対して、27 のアウトプット指標、23 の中間

アウトカム指標を提示した。また、新規調査

が必要と判断された指標数は、アウトプット

指標が 9、中間アウトカム指標は 7であった。

適切なアウトプット指標、中間アウトカム指

標が見あたらない個別施策数は、それぞれ 26

および 28であった。 

 特に重要と考えられるアウトプット指標は

10、中間アウトカム指標は 10 あった。これら

の指標を含め、ロジックモデルを改定した。

（資料４－１） 

 

イ）運動習慣者の増加に関するアウトプッ

ト・中間アウトカム指標の候補 

（資料３－２） 

運動習慣者を増加させる 48 の個別施策に対

して、37 のアウトプット指標、20 の中間アウ

トカム指標を提示した。また、新規調査が必

要と判断された指標数は、アウトプット指標

が 9、中間アウトカム指標は 6であった。適切

なアウトプット指標、中間アウトカム指標が

見あたらない個別施策数は、それぞれ 19 およ

び 34であった。 

 特に重要と考えられるアウトプット指標は

21、中間アウトカム指標は7あった。これらの

指標を含め、ロジックモデルを改定した。

（資料４－２） 

 

Ｄ．考 察 

１．都道府県計画のレビューについて 

 本研究班では昨年度、健康日本 21（第三次）

の目標である歩数および運動習慣者の増加に

向けて、実施主体別に個別施策を提示した。

今年度は、これらの個別施策が実際に都道府

県の健康計画にどの程度反映されているかを

検討した。 

歩数の増加に向けた施策については、主に

行政の健康部門が中心となって取り組んでお

り、多くの都道府県で「社会参加の推進」に

関連する施策が挙げられていた。具体的には、

高齢者を主な対象として地域拠点での身体活

動を促進するため、「通いの場」の整備・充

実を計画に位置付ける例が多く確認された。 

身体活動支援環境の整備に関しては、健康

日本 21（第二次）の最終分析報告書において、

まちづくりを担当する国土交通関係部門との

連携不足が指摘されていた 1)。しかし、本年度

のレビューでは複数の都道府県が「まちなか

ウォーカブル区域の設定」などの施策を健康

計画に盛り込んでおり、健康部門と国土交通

部門の連携強化が進展している可能性が示唆

された。都市計画・都市交通部門との連携が

身体活動推進に重要であることは国際的にも

強調されており 2)、この連携強化は分野横断的

な取り組みの推進という観点から非常に意義

深いと考えられる。 

運動習慣者の増加を目的とした施策につい

ては、行政の健康部門だけでなく教育・スポ

ーツ部門との連携が計画に盛り込まれている

例が多数見られた。特に教育・スポーツ部門

では、スポーツ基本計画に基づき「スポーツ

実施者の増加」を目標として設定し、健康部

門との共同でスポーツイベント等を開催する

ケースが多く確認された。また、都市部を中

心に、遊歩道や自転車道など身体活動を促す

環境整備に関する記載も確認され、歩数増加

施策と同様に、国土交通部門との連携強化が

進んでいる可能性が示された。 

さらに、歩数と運動習慣の双方に共通する

取り組みとして、「身体活動ガイド」の普
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及・啓発および職域における「健康経営」の

推進が挙げられた。特に健康経営に関しては、

経済産業省などが中心となって職域での健康

増進施策として推進しており３）、その影響が

都道府県の健康計画にも反映されたものと推

察される。 

最後に、多面的地域介入を健康計画に盛り

込む都道府県も一部で確認された。多面的地

域介入については、島根県雲南市や神奈川県

藤沢市における実践事例で、地域集団レベル

の身体活動改善効果が示されている 4-5)。これ

らが好事例となって各都道府県の計画に反映

された可能性があり、今後、全国的な展開が

期待される。 

 

２．アウトプット指標・中間アウトカム指標 

  について 

アウトプット指標および中間アウトカム指

標については、既存の統計資料等から把握可

能なものは個別指標全体の半数以下にとどま

った。特に重要と考えられる施策であっても、

利用可能な指標が存在しないケースが散見さ

れたことから、今後は国および都道府県が定

期的に実施する調査において、必要な項目を

追加し、身体活動施策の効果を継続的にモニ

タリングできる体制を構築することが求めら

れる。 

 

Ｅ．結 論 

新たに定められた都道府県計画を参考にし

て、アウトプット指標・中間アウトカム指標

を整備した。 

都道府県の健康計画には、身体活動・運動

推進に関する多様な施策が盛り込まれており、

健康部門に加えて、教育・スポーツ部門や国

土交通部門など他部門と連携した取り組みも

確認された。一方で、重要な施策であっても

指標が未整備なものも多く、アウトプット指

標・中間アウトカム指標の整備が課題である。

今後は、優先度の高い施策に対応した指標の

開発と、定期的な公的調査への項目追加によ

り、モニタリング体制の構築が求められる。 
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年 2月 23日． 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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資料１：本研究でのレビュー対象とした都道府県計画 

 健康計画の名称 URL 

A:都市部   

北海道 すこやか北海道 21 
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/fs/1/0/3/6/8/6/4/5/_/04%20%E7%AC%AC3%E7%AB%A0%20%E7%9B%AE%E6%A8

%99-%E5%9C%A7%E7%B8%AE%206.28%20%E4%BF%AE%E6%AD%A3%20%E3%81%9D%E3%81%AE%E5%BE%8C.pdf 

東京都 東京都健康推進プラン 21(第 3次) https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kensui/plan21/daisanji_plan.files/main_all_press.pdf  

愛知県 第 3期健康日本 21 あいち計画 https://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/524357.pdf 

大阪府 第 4次大阪府健康増進計画 https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/61626/dai4jikeikaku.pdf 

広島県 健康ひろしま 21(第 3次) https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/life/963456_8747357_misc.pdf 

福岡県 いきいき健康ふくおか 21 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/attachment/219484.pdf 

B:地方部     

岩手県 健康いわて 21 プラン(第 3次) 
https://www.pref.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/072/611/iwate_health21plan3r

d.pdf 

群馬県 元気県ぐんま 21（第 3次） https://www.pref.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/072/611/zentai.pdf  

長野県 第 3期信州保健医療総合計画 https://www.pref.nagano.lg.jp/kenko-fukushi/kenko/iryo/shisaku/documents/4hen.pdf 

和歌山県 第四次和歌山県健康増進計画 
https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/041200/h_kenkou/d00154712_d/fil/daiyonkenkouzousinkeikaku

.pdf 

高知県  第 5期高知県健康増進計画よさこい健康プラン 21 https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2024020100333/file_contents/file_20246101161738_1.pdf  

宮崎県 健康みやざき行動計画 21(第 3次) https://www.pref.miyazaki.lg.jp/documents/7098/7098_20240411140131-1.pdf 
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資料２―１：都道府県計画における「日常生活における歩数の増加にかかわる個別施策」の記載状況 
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資料２―２：都道府県計画における「運動習慣者の増加」の記載状況 
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資料３－１：日常生活中の歩数の増加に関するアウトプット指標・中間アウトカム指標の候補 

実施主体 個別施策 
個別施策の下位

項目 

アウトプット指標 

太字：重要なものか、現実的で

得られやすく対策として納得で

きるもの（ロジックモデルに書

き込むもの） 

斜体：新規調査が必要なもの 

黒字：それ以外（現時点では課

題があるが重要な概念であるも

のなど） 

指標の出典等 

中間アウトカム指標 

太字：重要なものか、現実的で

得られやすく対策として納得で

きるもの（ロジックモデルに書

き込むもの） 

斜体：新規調査が必要なもの 

黒字：それ以外（現時点では課

題があるが重要な概念であるも

のなど） 

指標の出典等 

Ⅰ．国・都道府県・市町村      

 １）健康・福祉部門      

  ①身体活動ガイドの啓発   

①身体活動ガイドの公式ホー

ムページへのアクセス数およ

びガイドダウンロ-ド数 

 

②公式サイト内に、「健康づ

くりのための身体活動・運動

ガイド 2023」を紹介するペー

ジがある自治体数（都道府県

数、市町村数）。 

①既存デ-タあり 

 

②都道府県が市町村に「身体

活動ガイド」専用の HP を設け

ているか、設けている場合は

アクセス数、DL 数を市町村に

照会する。自治体調査が必要 

身体活動ガイドの認知率 市民への新規調査が必要 

    ②好事例の収集・横展開   

①スマ-トライフプロジェクト

参画自治体・企業・団体数 

②市町村での好事例を収集・

表彰・横展開している都道府

県数 

①厚生労働省の HP で公開 

②厚生労働省による都道府県

数 

- - 

    
③地域拠点における身体

活動推進 
  

①通いの場の数 

②運動以外を主目的とする通

いの場の数 

①②介護予防・日常生活支援

総合事業等 （地域支援事業 

の実施状況） に関する調査 

①運動自主グル-プへの参加
数・参加率 

②通いの場への参加人数・参

加率 

③運動以外を主目的とする通

いの場への参加人数・参加率 

①市民への新規調査が必要 

②③介護予防・日常生活支援

総合事業等 （地域支援事業 

の実施状況） に関する調査 

    
④地域活動の活性化によ

る身体活動推進 
  - - 

①ボランティア活動・社会参

加活動の時間 

②社会活動を行っている 65歳

以上の人の割合 

①社会生活基本調査 

②高齢社会対策大綱参考指標

５ 

    
⑤インセンティブを活用

した健康づくり 
  

健康ポイント事業等インセン
ティブを用いた事業を実施し
ている自治体数（都道府県
数・市町村数） 

厚生労働省による都道府県を

対象にした調査が必要 

健康ポイント事業の利用者
数・利用率 

市民への新規調査が必要 

    
⑥ウェアラブルデバイス

を用いた歩数の見える化 
  

身体活動を測定するウェアラ

ブルデバイスの数 
新規調査が必要 

①自分自身の歩数を知る人 

②身体活動を測定するウェア
①②市民への新規調査が必要 
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ラブルデバイスを利用する人
の増加 

    
⑦身体活動を促進する生

活支援 

高齢者・女性等の

就労支援 
- - 性別・年齢階級別就業者数 

国勢調査「就業状態等基本統

計」 

    

⑦身体活動を促進する生

活支援 

家庭参加の推進 - - 男女別家事関連時間 ①社会生活基本調査 

    子育て支援 - - 
6歳未満の子供を持つ夫・妻の

家事関連時間 
①社会生活基本調査 

    住宅内環境の整備 - - - - 

    

⑧多面的地域介入 

多面的地域介入 - - - - 

    
地域・職域連携の

推進 

地域職域連携推進協議会を開

催した都道府県数・二次医療

圏数 

厚生労働省「地域職域連携の

ポ-タルサイト」：地域職域連

携推進事業の進め方 

- - 

 ２)教育・スポ-ツ部門      

   ①アクティブ通学の推進   

①自家用車による通学が認め
られている小中学校の割合 

②スク-ルバスを運行する小中

学校の割合 

③スクールガード（ボランテ
ィア）養成者数 

①②③文部科学省による都道

府県・市町村教育委員会を対

象にした調査が必要 

通学における徒歩・自転車に

よる移動の割合 

全国都市交通特性調査（全国

PT調査） 

    ②アクティブな学校環境    - - - - 

 
３）その他の部門（国土交通部

門、経済産業部門等） 
 

①生活活動の物理的な環境が

良好と回答する者の割合 

②生活活動の社会的な環境が

良好と回答する者の割合 

①②新規調査が必要（質問紙

は開発済み） 
    

   ①まちなかウォ-カブル

区域の設定 
  

都市再生特別措置法に基づく

滞在快適性等向上区域（まち

なかウォーカブル区域）を指

定する市町村数 

国土交通省が集計 - - 

    ②立地適正化計画の設定 
コンパクトシティ

の推進 

立地適正化計画を策定する市

町村数 
国土交通省が集計 - - 

    
その他の都市環境に関す

る対策 

交通安全・通学路

の安全の推進 
- - - - 

    
都市・建築空間デ

ザインの整備 
- - - - 

    
③モビリティ・マネジメ

ント 

移動における徒

歩・自転車の推奨

や公共交通機関等

の利用促進（モビ

リティ・マネジメ

ント） 

- - 

①通勤・通学を徒歩または自

転車で通勤（アクティブ通

勤・通学）する者の割合 

②通勤・通学・業務における全

移動に占める徒歩・自転車によ

る移動の割合 

①国勢調査 

②全国都市交通特性調査（全

国 PT調査） 
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クロスセクター効

果に基づいた公共

交通システムの整

備 

- - 

通勤・通学・業務における全

移動に占める公共交通機関に

よる移動の割合 

全国都市交通特性調査（全国

PT調査） 

    ④自転車利用の促進   - - 

通勤・通学・業務における全

移動に占める自転車による移

動の割合 

全国都市交通特性調査（全国

PT調査） 

    
⑤自動車利用の抑制（乗

入禁止） 
  - - - - 

    ⑥健康経営の推進   
健康経営優良法人認定制度に

申請する法人数 
経済産業省の HP に公開 - - 

    ⑦住宅内環境の整備   - - - - 

Ⅱ．職域      

   
①身体活動推進・座りす

ぎ対策 
  

①スポーツエールカンパニー

認定企業数 

②職域で身体活動推進・座り

すぎ対策に取り組む事業所の

割合 

①スポ-ツ庁 HP に公開 

②新規調査が必要 

仕事中の身体活動の増加およ

び座位時間(座りすぎ)の減少 
市民への新規調査が必要 

    
②職場環境の整備 

物理的環境の整備 - - - - 

    社会的環境の整備 - - - - 

    ③アクティブ通勤   
アクティブ通勤を支援する事

業所数 
事業所への新規調査が必要 

①徒歩または自転車で通勤

（アクティブ通勤）する者の

割合 

②通勤の徒歩・自転車移動構

成比 

①国勢調査 

②全国都市交通特性調査（全

国 PT調査） 

    ④健康経営の推進   
健康経営優良法人認定制度に

申請する法人数 
経済産業省の HP に公開 - - 

    
⑤職業性運動器障害の予

防 

職業性運動器障害

の予防 
- - - - 

    
高齢労働者の身体

活動・運動推進 
- - - - 

Ⅲ. 保険者      

   

① 特定健診・保健指導

における身体活動指導の

充実 

  特定健診受診率 
厚生労働省の HP に都道府県別

値が公開 
- - 

    

健康スコアリングレポ-

トの活用等によるコラボ

ヘルスの推進 

  

- - - - 

Ⅳ. 学校      

   
①フィジカルリテラシー

-教育 
  - - - - 
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②学校を中心とした包括

的身体活動促進プログラ

ム 

学校を中心とした

包括的身体活動促

進プログラム 

- - - - 

    
アクティブ通学の

推進 

①通学手段が原則徒歩・自転
車と定められる小学校、中学
校の割合 

②スクールガード（ボランテ
ィア）養成者数 

①②文部科学省による都道府

県・市町村教育委員会を対象

にした調査が必要 

通学における徒歩・自転車に

よる移動の割合 

全国都市交通特性調査（全国

PT調査） 

Ⅴ. 関係団体・その他      

 １）医療専門職      

  

①身体活動指導の診療等

へのビルトイン 

身体活動指導の診

療等へのビルトイ

ン 

- - - - 

    

身体活動の普及啓

発（身体活動・運

動ガイドの慢性疾

患を有する人版の

活用） 

厚生労働省のガイドラインホ

ームページへのアクセス数・

ダウンロ-ド数 

既存データあり - - 

    

産業衛生活動にお

ける身体活動指導

の充実 

- - - - 

 ２）運動専門職      

   ①生活指導の充実   - - - - 

    
②運動指導専門家の活躍

の場の整備 

  健康運動指導士・実践指導者

数 

健康・体力づくり事業財団 HP

上に公開 
- - 

 ３）民間事業者・NPO・その他      

   ①ヘルスケア産業におけ

る身体活動ガイドの活用 
  質の高い身体活動サ-ビスの数 新規調査が必要 

質の高い身体活動サ-ビスを利
用する人の増加 

新規調査が必要 

    
②ICTを活用した身体活

動プログラムの開発 
  - - - - 

    
③インセンティブを活用

した健康づくりの開発 
  - - - - 

    
④ウェアラブルデバイス

の開発 
  

身体活動を推進する質の高い
ウェアラブルデバイスの数 

新規調査が必要 
身体活動を推進するアプリを
利用する人の増加 

新規調査が必要 
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資料３－２：運動習慣者の増加に関するアウトプット指標・中間アウトカム指標の候補 

実施主体 個別施策 
個別施策の下位

項目 

アウトプット指標 

太字：重要なものか、現実的で

得られやすく対策として納得で

きるもの（ロジックモデルに書

き込むもの） 

斜体：新規調査が必要なもの 

黒字：それ以外（現時点では課

題があるが重要な概念であるも

のなど） 

指標の出典等 

中間アウトカム指標 

太字：重要なものか、現実的で

得られやすく対策として納得で

きるもの（ロジックモデルに書

き込むもの） 

斜体：新規調査が必要なもの 

黒字：それ以外（現時点では課

題があるが重要な概念であるも

のなど） 

指標の出典等 

Ⅰ．国・都道府県・市町村      

 １）健康・福祉部門      

  ①身体活動ガイドの啓発   

①身体活動ガイドの公式ホー

ムページへのアクセス数およ

びガイドダウンロ-ド数 

 

②公式サイト内に、「健康づ
くりのための身体活動・運動
ガイド 2023」を紹介するペー
ジがある自治体数（都道府県

数、市町村数） 

①既存デ-タあり 

 

②都道府県が市町村に「身体

活動ガイド」専用の HP を設け

ているか、設けている場合は

アクセス数、DL 数を市町村に

照会する。 

①身体活動ガイドの認知率 

②運動スポーツに肯定的な態

度を持つ人の増加 

③運動・スポーツを実施する

意図を持つ人の増加 

①②③市民への新規調査が必

要 

    ②好事例の収集・横展開   

①スマ-トライフプロジェクト

参画自治体・企業・団体数 

②市町村での好事例を収集・

表彰・横展開している都道府

県数 

①既存デ-タ有り（ホームペー

ジで毎年度公表。URL：

https://www.smartlife.mhlw.

go.jp/） 

②厚生労働省による都道府県

を対象にした調査が必要 

- - 

    
③地域における運動機会

の提供 

運動を主目的とし

た教室・イベント

を開催する 

保健所及び市町村が実施した

健康増進関連事業の被指導延

人数 

地域保健・健康増進事業報告 - - 

    
④地域活動の活性化によ

る身体活動推進 

運動以外を主目的

とした教室・イベ

ントに運動する機

会を加える 

- - - - 

    
⑤インセンティブを活用

した健康づくり 

運動自主グループ

の育成 

①運動自主グル-プの数 

②通いの場の数 

③運動を主目的とする通いの

場の数 

①新規調査が必要 

②③介護予防・日常生活支援

総合事業等 （地域支援事業 

の実施状況） に関する調査 

①運動自主グル-プへの参加

数・参加率 

②通いの場への参加人数・参

加率 

③運動を主目的とする通いの

場への参加人数・参加率 

①市民への新規調査が必要 

②③介護予防・日常生活支援

総合事業等 （地域支援事業 

の実施状況） に関する調査 

    
⑥ウェアラブルデバイス

を用いた歩数の見える化 

インセンティブを

活用した運動推進 

健康ポイント事業等インセン
ティブを用いた事業を実施し

①新規調査が必要 
健康ポイント事業の利用者

数・利用率 
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ている自治体数（都道府県
数・市町村数） 

    
④地域での健康・運動指

導ボランティアの育成 
  - - 

①運動・スポーツをささえる

活動に参加した割合 

②スポーツ推進員の数 

③スポーツボランティアの実

施率 

①スポーツ庁「スポーツの実

施状況等に関する世論調査」 

②全国スポーツ推進委員連合

公表資料 

③笹川スポーツ財団「スポー

ツライフデ-タ 2022」 

    

⑤健康運動施設の整備・

アクセスの改善 

⑥多面的地域介入  

健康運動施設の整

備・アクセスの改

善 

①体育・スポーツ施設数 

②公立小中学校体育館の開放

率 

①②スポーツ庁「体育・スポ

ーツ施設現況調査」 
- - 

    

厚労大臣認定健康

増進施設・指定運

動療法施設の整

備・周知 

厚労大臣認定健康増進施設・

指定運動療法施設数  

厚生労働省の HP に一覧

（https://www.kenspo.or.jp/

nintei/search/） 

厚労大臣認定健康増進施設・

指定運動療法施設の利用者数 
厚生労働省 HP に記載 

    多面的地域介入 - - - - 

    
⑧多面的地域介入 

ウォーキングコースの設

定 

地域・職域連携の

推進 

地域職域連携推進協議会を開

催した都道府県数・二次医療

圏数 

厚生労働省「地域職域連携の

ポータルサイト」：地域職域

連携推進事業の進め方 

- - 

      

健康増進を目的としたウォー
キングコースを指定、公表し
ている都道府県・市町村数 

厚生労働省による都道府県・

市町村を対象にした調査が必

要 

- - 

 ２)教育・スポーツ部門      

   ①Sport in Life の推進   
Sport in Lifeコンソーシア

ム加盟自治体・企業・団体数 
スポーツ庁 HP に公開 - - 

    
②運動・スポーツ機会の

提供 

運動スポーツプロ

グラムの提供 

①（スポーツ庁関連部門で提

供される事業について、適切

な指標を探す必要あり） 

 

②運動・スポーツ習慣化促進

事業に申請する自治体数（都

道府県・市町村数） 

②スポーツ庁の既存デ-タから

得られる 
- - 

    
①まちなかウォ-カブル

区域の設定 

運動・スポーツイ

ベントの開催 
- - - - 

    ③運動施設の整備   

①体育・スポーツ施設数 

②公立小中学校体育館の開放

率 

スポーツ庁「体育・スポーツ

施設現況調査」 

公共体育・スポーツ施設、民

間商業施設・学校施設で運動

を実施した者の割合 

スポーツ庁「スポーツの実施

状況等に関する世論調査」 

    ④総合型地域スポーツク

ラブの整備 

⑤障害者スポーツの振興 

  
総合型地域スポーツクラブの

育成クラブ数・市町村設置率 

スポーツ庁「総合型地域スポ

ーツクラブ活動状況調査」 
- - 

      - - 障害者のスポーツ実施率 
スポーツ庁「障害者のスポー

ツ参加促進に関する調査」 

 
３）その他の部門（国土交通、

経済産業部門等） 
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①運動場所（公園・緑

地・遊歩道・自転車道

等）の整備 

  

①運動の物理的な環境が良好

と回答する者の割合 

②運動の社会的な環境が良好

と回答する者の割合 

①②新規調査が必要（質問紙

は開発済み） 

- - 

   

公園・緑地、子供

の遊び場等の運動

場所の整備、アク

セス（認知・利便

性）の改善 

- - 

公共体育・スポーツ施設、民

間商業施設・学校施設で運動

を実施した者の割合 

スポーツ庁「スポーツの実施

状況等に関する世論調査」 

    ④自転車利用の促進 
遊歩道・自転車道

の整備 
- - - - 

    ②健康経営の推進   
健康経営優良法人認定制度に

申請する法人数 
経済産業省の HP に公開 - - 

Ⅱ．職域      

   ①運動プログラムの提供   
スポーツエールカンパニー認

定企業数 
スポーツ庁 HP に掲載 - - 

    ②職場環境の整備   
運動の促進を目的とした環境
整備に取り組む事業所数 

事業所を対象とした調査が必

要 
- - 

    
③ワークライフバランス

の推進 
  

ワークライフバランス推進企

業の認定制度を有する都道府

県数 

厚生労働省による都道府県を

対象にした調査が必要 
所定外労働時間の平均値 

厚生労働省「毎月勤労統計調

査」 

    ④健康経営 

⑤職業性運動器障害の予

防 

  
健康経営優良法人認定制度に

申請する法人数 
経済産業省の HP に公開 - - 

      - - - - 

Ⅲ. 保険者      

   

① 特定健診・保健指導

における身体活動指導の

充実 

特定健診・保健指

導における身体活

動指導の充実 

特定健診受診率 
厚生労働省の HP に都道府県別

値が公開 
- - 

    ④健康経営の推進 

健康スコアリング

レポートの活用等

によるコラボヘル

スの推進 

- - - - 

Ⅳ. 学校      

   
①学校体育・部活動の充

実 

②学校を中心とした包括

的身体活動促進プログラ

ム 

  
中学校１校あたりの運動部活

動数 
日本中学校体育連盟調査 運動部活動の参加率 学校基本調査 

  

  

学校を中心とした

包括的身体活動促

進プログラム 

- - - - 

    

① 特定健診・保健指導

における身体活動指導の

充実 

②―１）フィジカ

ルリテラシー教育 
- - - - 
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健康スコアリングレポ-

トの活用等によるコラボ

ヘルスの推進 

②‐１）休憩時間

の運動機会の提供 
- - - - 

    
①フィジカルリテラシー

-教育 

②‐３）学校内の

運動場所の整備と

利用促進 

- - 

子供が「園庭・校庭・学校の

グラウンド」で運動・スポー

ツを実施した割合 

笹川スポーツ財団「子供青少

年のスポーツライフデ-タ」 

    ②学校を中心とした包括

的身体活動促進プログラ

ム 

②‐３）放課後等

の校庭開放 
公立小中学校体育館の開放率 

スポーツ庁「体育・スポーツ

施設現況調査」 

子供が「園庭・校庭・学校の

グラウンド」で運動・スポー

ツを実施した割合 

笹川スポーツ財団「子供青少

年のスポーツライフデ-タ」 

    
②‐５）外遊びの

推奨 
- - - - 

Ⅴ. 関係団体・その他      

 １）医療専門職      

  

①運動指導の診療等への

ビルトイン 

運動指導の診療等

へのビルトイン 
- - - - 

    

医療機関と健康増

進施設・運動施設

との連携強化 

厚労大臣認定健康増進施設・

指定運動療法施設数 
厚生労働省の HP に一覧 

厚労大臣認定健康増進施設・

指定運動療法施設利用者数 
新規調査を要する 

    
健康スポーツ医制

度の充実 

日本医師会認定健康スポーツ

医の数 
日本医師会 HP上に公開 - - 

    ①生活指導の充実 

身体活動の普及啓

発（身体活動・運

動ガイド 2023 の

慢性疾患を有する

人版の活用） 

厚生労働省「身体活動・運動

ガイド（慢性疾患版）」HP へ

のアクセス数・ダウンロ-ド数 

既存デ-タあり - - 

    
②運動指導専門家の活躍

の場の整備 

産業衛生活動にお

ける身体活動指導

の充実 

- - - - 

    
①ヘルスケア産業におけ

る身体活動ガイドの活用 

医療専門職におけ

る身体活動・運動

指導の知識・技能

の向上 

- - - - 

    
②ICTを活用した身体活

動プログラムの開発 

医療機関によるヘ

ルスプロモーショ

ン活動 

HPH（ヘルスプロモ-ション病

院）加盟医療機関数 

日本 HPHネットワ-ク HP上に

公開 
- - 

 ２）運動専門職      

   ①運動指導専門家の活躍

の場の整備 
  

健康運動指導士・実践指導者

数 

健康・体力づくり事業財団 HP

上に公開 
- - 

 ３）民間事業者・NPO・その他      

   ①ヘルスケア産業におけ

る身体活動ガイドの活用 
  - - - - 
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②運動施設におけるヘル

スケアサービスの拡充 
  - - - - 

    

③スポーツツーリズムや

プロスポーツ等によるま

ちづくり 

  
スポーツ文化ツーリズムアワ

ード申請数 
スポーツ庁 HP に掲載 - - 

    
④ICTを活用した運動プ

ログラムの開発・提供 
  質の高い運動促進アプリの数 新規調査が必要 

質の高い運動促進アプリを利

用する人の増加 
新規調査が必要 
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資料４－１：修正版ロジックモデル①：日常生活における歩数の増加 
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資料４－２：修正版ロジックモデル②：運動習慣者の増加 

 




